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学校法人合併認可申請書
　このたび学校法人○○学園（甲）と学校法人○○学園（乙）を合併したいので（学校法人○○学園（甲）と学校法人○○学園（乙）を合併して学校法人○○学園（丙）を設立したいので）、私立学校法第５２条第２項及び同法施行規則第６条の規定に基づき、関係書類を添え認可を申請します。
添付書類
１　理由書

２　法第５２条第１項に規定する手続（法第４２条に規定する手続を含む）を経たことを証する書類
(1)各学校法人の理事会議事録
(2)各学校法人の評議員会議事録

３　法第５５条の場合（新設合併）においては、申請者が同条の規定により選任された者であることを証する書類

(1)各学校法人の理事会議事録

(2)各学校法人の評議員会議事録

　　４　合併契約書

５　合併後存続する学校法人又は合併によって設立する学校法人の寄附行為

６　合併前の各学校法人の寄附行為　
７　合併前の各学校法人についての次に掲げる書類
(1)財産目録

(2)不動産の権利関係を証する証明書類

(3)不動産その他主なる財産についての価格評価書
　　　(4)当該学校法人の設置する学校の位置及び校地の状況を明らかにする図面

(5)校舎の配置図及び平面図

(6)貸借対照表

７　合併後存続する学校法人又は合併によって設立する学校法人についての次に掲げる書類
(1) 役員の就任承諾書及び履歴書並びに法第３８条第８項において準用する学校教育法第９条各号に該当しない者であることを誓約する書面

(2) 合併後２年の事業計画及びこれに伴う予算書

(3) 役員のうちに、各役員について、その配偶者又は三親等以内の親族が一人を超えて含まれていないことを証する書類

８　合併後存続する学校法人又は合併によって設立する学校法人によって設置する私立学校の学則

〔参考事項〕

　　合併にはいわゆる吸収合併と新設合併の２種類がある。

　　前者の場合は吸収される学校法人のみが、また後者の場合は合併前の全ての学校法人が解散する。

　　合併による解散については所轄庁の認可は必要としないし、また清算手続きをなすことも要しない。解散する学校法人の権利義務は、引き続き存続する学校法人または合併によって新たに設立する法人がそのまま継承する。

　　吸収合併の際、存続する学校法人は寄附行為を変更することになるが、これは合併手続きの一部であるので寄附行為の一部認可申請は必要ない。また、合併によって解散する学校法人の設置する私立学校の設置者変更認可も必要ない。

※
１　正・副２部提出すること。
※ ２　新設合併の場合は、法第55条によって選任された者が申請者となる。

※
３　専修・各種学校のみを設置する学校法人の場合は「第64条第5項において準用する第52条第2項」とする。
※
４　専修・各種学校のみを設置する学校法人の場合は「第8条において準用する第6条」とする。
※３
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